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「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容①

Ｑ５－１－１．

内閣府令において、法人に対し、

寄附を行うことの代償として経済

的な利益を供与することが禁止さ

れていますが、具体的にどのよう

な行為を行ってはいけないのです

か。

Ａ５－１－１．
平成28年４月15日付け閣議決定により一部変更された地域再生基本方針において、寄附を行う法人に

対し、以下の行為が禁止されています。

ａ. 寄附を行うことの代償として、補助金を交付すること。
ｂ. 寄附を行うことの代償として、他の法人に対する金利よりも低い金利で貸付

金を貸し付けること。
ｃ. 寄附を行うことの代償として、入札及び許認可において便宜の供与を行うこと。
ｄ. 寄附を行うことの代償として、合理的な理由なく市場価格よりも低い価格で

財産を譲渡すること。
ｅ. その他、寄附を行うことの代償として、経済的な利益を供与すること。

また、内閣府令において禁止される「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」に

該当するかどうかは社会通念等に従って個別具体的に判断されることになりますが、一般的に、上記ｅ．

のうち「経済的な利益を供与すること」に該当する例は、以下のとおりです。

・商品券やプリペイドカードなど換金性が高い商品を提供すること。
・寄附を行うことを公共事業の入札参加要件とすること。
・まち・ひと・しごと創生寄附活用事業により整備された施設を専属的に利用させること。

これらのほか、地方公共団体や法人等からの問合せや相談を踏まえて追記したＱ５－２－１からＱ５
－６－２までの各質問に対する回答もご参照ください。

なお、寄附をした法人に対して、寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与したことが明らかに

なった場合には、地域再生計画の認定が取り消されるなど、事後の地域再生法上の特例措置の適用に当たり、

地方公共団体に不利益が生じることがあります。

Ｑ５－１－２．

例えば、どのような行為が、内

閣府令において禁止される「寄附

を行うことの代償として経済的な

利益を供与すること」に該当しな

いのですか。

Ａ５－１－２．
一般的に、寄附を行うことの代償としての経済的な利益の供与に該当しないと考えられる例は、以下のと

おりとなります。

・寄附企業に対し、感謝状その他これに類するものを贈呈すること。

・地方公共団体のホームページ、広報誌、県政広報番組等において、まち・ひと・しごと創生寄附活用事
業を紹介するのにあわせ、寄附企業の名称を他の寄附者と並べて紹介すること。

・まち・ひと・しごと創生寄附活用事業により整備された施設等に銘板等を設置し、寄附企業の名称を他
の寄附者と並べて列挙すること。

・社会通念上許容される範囲内で記念品その他これに類するものを贈呈すること。

これらのほか、具体的に、地方公共団体や法人等からの問合せや相談を踏まえて追記した以下のＱ５

－２－１からＱ５－６－２までの各質問に対する回答の中で明らかにしていますので、ご参照ください。 1



「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容②

Ｑ５－２－１．

地方公共団体が、寄附を行った法人をま

ち・ひと・しごと創生寄附活用事業に係る

契約の相手方とすることは、内閣府令が禁

止する「寄附を行うことの代償として経済

的な利益を供与すること」に該当しますか。

Ａ５－２－１．

地方公共団体が、入札・契約に関する法令及び当該地方公共団体の定める条例・規則等を遵

守した上で、寄附を行った法人（以下「寄附法人」といいます。）をまち・ひと・しごと創生

寄附活用事業に係る契約の相手方とすることは、当該事業に係る入札・契約事務の手続きにお

いて、寄附の受領を理由に寄附法人とその他の法人とを別異に取り扱う場合（例えば、地方公

共団体が寄附法人しか応札できないような条件を合理的な理由なく設けて競争入札等を行う場

合）を除き、一般的に、内閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供

与すること」に該当しないと考えられます。

これは、上記の別異に取り扱う場合以外の場合には、あくまで入札・契約上の公正なプロセ

スを経た上で寄附法人が得ることとなる経済的な利益であり、内閣府令が禁止している「寄附

を行うことの代償」とは認められないことによります。

なお、地方公共団体においては、入札・契約上のプロセスの公正性・透明性等に係る説明責

任を十分に果たす必要があることにご留意ください。

Ｑ５－２－２．

地方公共団体が、寄附を行った法人をま

ち・ひと・しごと創生寄附活用事業以外の

事業に係る契約の相手方とすることは、内

閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償

として経済的な利益を供与すること」に該

当しますか。

Ａ５－２－２．

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業以外の事業の場合であっても、基本的には、上記Ｑ５

－２－１に対するＡ５－２－１と同様の考え方となります。

地方公共団体においては、当該事業に係る入札・契約上のプロセスの公正性・透明性等に係

る説明責任を果たす必要があることにご留意ください。
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Ｑ５－２－３．

地方公共団体が、すでに契約関係にある

法人から寄附を受領することは、内閣府令

が禁止する「寄附を行うことの代償として

経済的な利益を供与すること」に該当しま

すか。

Ａ５－２－３．

過去に契約関係にあったこと又は現時点で契約関係にあることは、下記の場合を除き、一般

的には、「寄附を行うことの代償として」供与されたものであるとは考えられないことから、

当該法人から寄附を受領することは、内閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償として経済

的な利益を供与すること」に該当しないと考えられます。

ただし、契約関係となる以前に法人から寄附の申し出を受け、入札・契約に関する法令及び

当該地方公共団体の定める条例・規則等を遵守した上で契約を締結する時点で、寄附を受領す

るに至っていない場合には、Ｑ５－２－１に対するＡ５－２－１において記載しているように、

当該契約関係の対象である事業に係る入札・契約事務の手続きにおいて、寄附の申し出を理由

に当該申し出を行った法人とその他の法人とを別異に取り扱う場合を除き、一般的に、内閣府

令が禁止する「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」に該当しないと考

えられることにつき、ご留意ください。

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容③
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Ｑ５－３－１．

地方公共団体が、寄附を行った法人との

間で、まち・ひと・しごと創生寄附活用事

業により整備された施設等について、有償

のネーミングライツ（公共施設等に名称を

付与する権利）契約を締結することは、内

閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償

として経済的な利益を供与すること」に該

当しますか。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用

事業以外の事業により整備された施設等に

ついて、有償のネーミングライツ契約を締

結することは、「寄附を行うことの代償と

して経済的な利益を供与すること」に該当

しますか。

Ａ５－３－１．

地方公共団体が、入札・契約に関する法令及び当該地方公共団体の定める条例・規則等を遵

守した上で、寄附を行った法人（以下「寄附法人」といいます。）との間で、まち・ひと・し

ごと創生寄附活用事業により整備された施設等について、有償のネーミングライツ契約を締結

することは、寄附の受領を理由に寄附法人とその他の法人とを別異に取り扱う場合（例えば、

地方公共団体が、優先交渉権者の選定に際し、寄附法人しか応募できないような条件を合理的

な理由なく設ける場合）を除き、一般的に、内閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償とし

て経済的な利益を供与すること」に該当しないと考えられます。

なお、地方公共団体においては、価格設定を含め、ネーミングライツ契約のプロセスの公正

性・透明性等に係る説明責任を果たす必要があることにご留意ください。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業以外の事業により整備された施設等であっても、

基本的には、上記の内容と同様の考え方となりますが、ネーミングライツ契約については、選

定方法等に関し、様々な方法が考えられますので、疑問点等あれば、個別にご相談ください。

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容④
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Ｑ５－３－２．

地方公共団体が、寄附を行った法人との

間で、まち・ひと・しごと創生寄附活用事

業により整備された施設等について、無償

のネーミングライツ（公共施設等に名称を

付与する権利）契約を締結することは、内

閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償

として経済的な利益を供与すること」に該

当しますか。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用

事業以外の事業により整備された施設等に

ついて、無償のネーミングライツ契約を締

結することは、「寄附を行うことの代償と

して経済的な利益を供与すること」に該当

しますか。

Ａ５－３－２．

地方公共団体が、寄附を行った法人（以下「寄附法人」といいます。）との間で、無償の

ネーミングライツ契約を締結することは、寄附の受領を理由に無償とするとは認められない特

段の事情がない限り、一般的に、ネーミングライツの選定・付与に係る手続きにおいて、寄附

の受領を理由に寄附法人とその他の法人とを別異に取り扱う場合と同視できることから、内閣

府令が禁止する「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」に該当すると考

えられます。

なお、寄附の受領を理由に無償とするとは認められない特段の事情とは、例えば、法人から

寄附の申し出を受けることとは別に、地方公共団体において、合理的な理由に基づき、無償に

よりネーミングライツを付与することを決定し、かつ、公募等により公正にネーミングライツ

契約の相手方として寄附法人を選定する場合が挙げられます。

いずれにせよ、地方公共団体においては、価格設定を含め、ネーミングライツ契約のプロセ

スの公正性・透明性等に係る説明責任を果たす必要があることにご留意ください。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業以外の事業により整備された施設等であっても、

基本的には、上記の内容と同様の考え方となりますが、ネーミングライツ契約については、選

定方法等に関し、様々な方法が考えられますので、疑問点等あれば、個別にご相談ください。

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容⑤
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「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容⑥

Ｑ５－４－１．
地方公共団体が、寄附を行った法人に対

し、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業
により整備されたサテライトオフィス等の
施設等を利用させることは、内閣府令が禁
止する「寄附を行うことの代償として経済
的な利益を供与すること」に該当しますか。

Ａ５－４－１．
地方公共団体が、寄附を行った法人（以下「寄附法人」といいます。）に対し、まち・ひ

と・しごと創生寄附活用事業により整備された施設等を利用させることは、寄附の受領を理
由に寄附法人とその他の法人とを別異に取り扱う場合（例えば、法人に専属的に利用させる
場合や、寄附法人のみに対し合理的な理由なく、施設等の利用料を無償にしたり、低廉な利
用料を設定したりする場合）を除き、一般的に、内閣府令が禁止する「寄附を行うことの代
償として経済的な利益を供与すること」に該当しないと考えられます。
なお、地方公共団体においては、当該施設等に関する利用条件等の公正性・透明性等に係

る説明責任を果たす必要があることにご留意ください。

Ｑ５－４－２．
寄附により整備された施設を、当該寄附

を行った法人に専属的に利用させることは、
一般的に禁止されていますが、例えば、寄
附により整備されたサテライトオフィスを、
寄附を行った法人が利用することとなる場
合に、留意すべきことはありますか。

Ａ５－４－２．
寄附により整備されたサテライトオフィスを、当該寄附を行った法人（以下「寄附法人」

といいます。）が利用することとなる場合、寄附法人以外の者も入居していることが望まし
いですが、公募を通じて、寄附法人以外の者も同じ条件でその施設の利用が可能であったも
のであり、将来的な寄附法人以外の者の入居が排除されていないのであれば、寄附法人以外
の者の入居がなくても、禁止される専属的利用に当たらないと考えられ、企業版ふるさと納
税を活用することが可能です。
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Ｑ５－５．

地方公共団体が、寄附を行った法人の子

会社等、当該寄附を行った法人の関係会社

をまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に

係る契約の相手方とすることは、内閣府令

が禁止する「寄附を行うことの代償として

経済的な利益を供与すること」に該当しま

すか。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用

事業以外の事業に係る契約の相手方とする

場合は、「寄附を行うことの代償として経

済的な利益を供与すること」に該当します

か。

Ａ５－５．

地方公共団体が、入札・契約に関する法令及び当該地方公共団体の定める条例・規則等を遵

守した上で、寄附を行った法人の子会社等、当該寄附を行った法人の関係会社（財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に規定する「関係会社」をいいます。以下

「寄附法人の関係会社」といいます。）を、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に係る契約

の相手方とすることは、当該事業に係る入札・契約事務の手続きにおいて、寄附の受領を理由

に寄附法人の関係会社とその他の法人とを別異に取り扱う場合（例えば、地方公共団体が寄附

法人の関係会社しか応札できないような条件を合理的な理由なく設けて競争入札等を行う場

合）を除き、一般的に、内閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供

与すること」に該当しないと考えられます。

なお、地方公共団体においては、入札・契約上のプロセスの公正性・透明性等に係る説明責

任を果たす必要があることにご留意ください。

また、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業以外の事業であっても、基本的には、上記の内

容と同様の考え方となります。

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容⑦
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Ｑ５－６－１．
地方公共団体が、寄附を行った法人との間

で、以下のとおり、一定の関係を成立させる
ことは、内閣府令が禁止する「寄附を行うこ
との代償として経済的な利益を供与するこ
と」に該当しますか。

・寄附を行った法人が参画している共同企業
体等との間で契約を締結すること

・寄附を行った法人に対し出資等をするこ
と

・寄附を行った法人を指定管理者とするこ
と

・寄附を行った法人を指定金融機関とする
こと

Ａ５－６－１．

上記Ｑ５－２－１に対するＡ５－２－１と同様の考え方となります。Ａ５－２－１をご参

照ください。

Ｑ５－６－２．

地方公共団体が、以下のとおり、一定の関
係にある法人から寄附を受領することは、内
閣府令が禁止する「寄附を行うことの代償と
して経済的な利益を供与すること」に該当し
ますか。

・地方公共団体との契約に基づき履行する
共同企業体等に参画している法人から寄
附を受領すること

・出資等の相手方である法人から寄附を受
領すること

・指定管理者である法人から寄附を受領す
ること

・指定金融機関である法人から寄附を受領
すること

Ａ５－６－２．

上記Ｑ５－２－３に対するＡ５－２－３と同様の考え方となります。Ａ５－２－３をご参

照ください。

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容⑧
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Ｑ１１．

法人にとって、地方創生応援税制を活用

するメリットは何ですか。

Ａ１１．
法人にとって、地方創生応援税制を活用して地方公共団体の地方創生プロジェクトを支援す

ることは、当該税制の適用を受けることのほか、下記のメリット・効果につながると考えられ
ます。

・寄附による社会貢献を通じた法人のイメージアップや認知度の向上

・地域社会の活力向上などへの貢献

・創業地など縁のある地域への恩返し

・事業分野以外の分野を含む地方公共団体の地方創生プロジェクトへの支援による、SDGｓ達
成に向けた取組みの推進、ESGに配慮した経営の遂行

・地方公共団体をはじめ、当該地方公共団体による地方創生プロジェクトに関わる多様な主
体との新たな関係の構築 など

詳細は、内閣府ホームページに掲載している「企業版ふるさと納税活用事例集～全国の特徴
的な取組～」（令和３年３月）をご覧ください。（URL：
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/portal/pdf/R2jireisyu.pdf）

「寄附を行うことの代償として経済的な利益を供与すること」等に係るＱ＆Ａの内容⑨
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